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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　流体の流れ方向に沿って設けられたベース部と、該ベース部に取り付けられ、主通路を
流れる流体の流量を検知するための発熱抵抗体が基板上に形成されたセンサ素子とを備え
た熱式流量センサであって、
　前記ベース部に矩形状の凹部が形成されるとともに、該凹部内に前記センサ素子がその
検知部表面が前記凹部の上端縁より低くなるように嵌め込まれて固着され、かつ、前記セ
ンサ素子が対面する測定用通路壁部分に絞りが設けられており、
　前記絞りは、前記凹部の上流側端縁から下流側に向かって通路断面積が漸減する形状と
され、前記発熱抵抗体が前記絞り通路における最狭部の上流端より下流側に位置している
ことを特徴とする熱式流量センサ。
【請求項２】
　主通路内に、流体の流れ方向に沿って、流体の一部が流入通過する副通路が設けられ、
該副通路に、流体の流れ方向に沿ってベース部が設けられるとともに、該ベース部に、前
記主通路を流れる流体の流量を検知するための発熱抵抗体が基板上に形成されたセンサ素
子が取り付けられた熱式流量センサであって、
　前記ベース部に矩形状の凹部が形成されるとともに、該凹部内に前記センサ素子がその
検知部表面が前記凹部の上端縁より低くなるように嵌め込まれて固着され、かつ、前記セ
ンサ素子が対面する測定用通路壁部分に絞りが設けられおり、
　前記絞りは、前記凹部の上流側端縁から下流側に向かって通路断面積が漸減する形状と
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され、前記発熱抵抗体が前記絞り通路における最狭部の上流端より下流側に位置している
ことを特徴とする熱式流量センサ。
【請求項３】
　前記絞りは、前記凹部の上流側端縁から下流側に向かって前記通路断面積を漸減させる
斜面部分を有しており、該斜面部分の前記流れ方向に沿った長さと前記流れ方向に直交す
る方向の高さとの比である平均勾配をαとし、前記凹部の上端縁と前記センサ素子の検知
部表面との間に形成される段差をＤとし、前記凹部の上流側端縁から前記発熱抵抗体の中
心までの距離をＬとして、Ｌ＞Ｄ・αが成立するように各部の位置や寸法形状等が設定さ
れていることを特徴とする請求項１又は２に記載の熱式流量センサ。
【請求項４】
　前記発熱抵抗体の中心が、前記凹部の上流側端縁から流れ方向に沿って１．５mm以上離
隔せしめられていることを特徴とする請求項１から３のいずれか一項に記載の熱式流量セ
ンサ。
【請求項５】
　前記センサ素子は、その上流側端縁から下流側端縁までの長さが３ｍｍ以上に設定され
ていることを特徴とする請求項１から４のいずれか一項に記載の熱式流量センサ。
【請求項６】
　前記発熱抵抗体の中心は、前記センサ素子の中心よりも下流側に位置していることを特
徴とする請求項１から５のいずれか一項に記載の熱式流量センサ。
【請求項７】
　前記凹部の上流側上端縁及び／又は下流側上端縁に、流体の流れ方向に沿って前記セン
サ素子上に突出する軒部が形成されていることを特徴とする請求項１から６のいずれか一
項に記載の熱式流量センサ。
【請求項８】
　前記軒部は、根元側から先端にかけて下方に傾斜するテーパ面が形成されていることを
特徴とする請求項７に記載の熱式流量センサ。
【請求項９】
　前記副通路における上流端から前記凹部までの間に少なくとも一つの絞りが設けられて
いることを特徴とする請求項２から８のいずれか一項に記載の熱式流量センサ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、車載用内燃機関の吸気通路等の通路を流れる空気等の流体の流量を検出すべ
く、検知部としての発熱抵抗体が基板上に形成されたセンサ素子を備えた熱式流量センサ
に係り、特に、流量測定精度の向上を図った熱式流量センサに関する。
【背景技術】
【０００２】
　自動車などに搭載される内燃機関の吸入空気量を検出する流量センサとして、質量流量
を直接測定できる熱式の空気流量センサが主流になっている。
【０００３】
　近年では、シリコン（Ｓｉ）などの半導体基板上にマイクロマシン技術を用いて熱式流
量センサのセンサ素子を製造するものが提案されている。このような半導体タイプの熱式
流量センサは、半導体基板に形成した数ミクロンの薄膜部に、発熱抵抗体と感温抵抗体が
形成されている。このセンサは、薄膜であることから熱容量が小さく高速応答・低電力駆
動が可能である。また、微細加工により発熱抵抗体の上下流の温度差を検出し、順流・逆
流を判別する構造を形成することが容易である。
【０００４】
　半導体タイプの熱式流量センサは、板状のセンサ素子であるため、センサ素子周りに流
体の流れの乱れが生じると測定精度に大きく影響を与える。このような流体の流れの乱れ
の影響を受けない構造とすることが課題である。
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【０００５】
　このような課題に着目した従来技術としては、例えば下記特許文献１に所載のものがあ
る。かかる文献所載の熱式流量センサは、センサ素子を設置するためのベース部材の端部
で流れに乱れが生ずることによる測定誤差やセンサ素子自身の基板の端部で発生する流体
の流れの乱れによる測定誤差を低減しようとするものである。
【０００６】
【特許文献１】特開平１０－３００５４６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　多くの半導体タイプの熱式流量センサは、流体が流れる測定用通路内壁部分（ベース部
）や主通路内に設けられた副通路内壁部分（測定用通路内壁部分）にセンサ素子を設置し
ている。センサ素子の実装形態としては、前記ベース部に矩形状の凹部を形成し、この凹
部内にセンサ素子を嵌め込んで接着剤等で固着することが多い。
【０００８】
　センサ素子を凹部内に設置する場合、測定用通路内壁面とセンサ素子（検知部）表面を
同じ高さで設置することが望ましいが、製造条件によりセンサ素子表面が測定用通路内壁
面から突出したり陥没したりする（段差が形成される）など、バラツキが生じる。
【０００９】
　センサ素子が測定用通路内壁面から突出した場合、センサ素子端部で流れに乱れ（剥離
）が発生し、真の流れとセンサ素子周りの流れが異なってしまい測定誤差を生じる。かか
る測定誤差低減のため、前記特許文献１に所載の熱式流量センサは、センサ素子上の発熱
抵抗体を、剥離が発生するセンサ素子端部から離隔するようにしている。しかし、センサ
素子端部からの離隔距離を確保するためにはセンサ素子表面積を大きくすることが必要で
あり、コストアップが避けられない。
【００１０】
　さらに、センサ素子が測定用通路内壁面から突出もしくは同一平面である場合、流体に
混入したダストなどが、センサ素子の薄膜部に衝突し破壊してしまうという問題もある。
【００１１】
　また、センサ素子が測定用通路内壁面から陥没している場合、測定用通路内壁面とセン
サ素子表面との段差により流れに乱れ（剥離）が生じる。
【００１２】
　ところが、前記特許文献１に所載の熱式流量センサは、上記のような実装時のバラツキ
が考慮されていない。センサ素子表面が測定用通路内壁面から突出したり陥没したりして
段差が生じた場合、この段差での剥離点から発熱抵抗体までの距離を確保することにより
改善することが可能であるが、前述と同様にセンサ素子面積が大きくなってコストアップ
してしまう問題が生じる。
【００１３】
　本発明は、前記した従来の問題を解消すべくなされたもので、その目的とするところは
、センサ素子のサイズを最小限にして、コストアップをさほど招くことなく、流体の流れ
の乱れによる測定誤差・ダストの衝突による破壊等を低減し得る熱式流量センサを提供す
ることにある。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　前記目的を達成すべく、本発明に係る熱式流量センサでは、以下の手段を講じた。
　すなわち、本発明に係る熱式流量センサの一態様は、基本的には、通路内を流れる流体
の流れ方向に沿って設けられたベース部と、該ベース部に取り付けられ、前記主通路を流
れる流体の流量を検知するための発熱抵抗体が基板上に形成されたセンサ素子とを備える
。
【００１５】
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　そして、前記ベース部に矩形状の凹部が形成されるとともに、該凹部内に前記センサ素
子がその検知部表面が前記凹部の上端縁より低くなるように嵌め込まれて固着され、かつ
、前記センサ素子が対面する測定用通路壁部分に絞りが設けられるとともに、前記発熱抵
抗体が、前記凹部の上流側端縁から流れ方向に沿って、前記凹部の上端縁と前記センサ素
子の検知部表面との間に形成される段差に起因して生じる流体の流れの乱れの影響を受け
ない位置まで離隔せしめられていることを特徴としている。
【００１６】
　本発明に係る熱式流量センサの他の態様は、基本的には、主通路内に、流体の流れ方向
に沿って、流体の一部が流入通過する副通路が設けられ、該副通路に、流体の流れ方向に
沿ってベース部が設けられるとともに、該ベース部に、前記主通路を流れる流体の流量を
検知するための発熱抵抗体が基板上に形成されたセンサ素子が取り付けられる。
【００１７】
　そして、前記ベース部に矩形状の凹部が形成されるとともに、該凹部内に前記センサ素
子がその検知部表面が前記凹部の上端縁より低くなるように嵌め込まれて固着され、かつ
、前記センサ素子が対面する測定用通路壁部分に絞りが設けられるとともに、前記発熱抵
抗体が、前記凹部の上流側端縁から流れ方向に沿って、前記凹部の上端縁と前記センサ素
子の検知部表面との間に形成される段差に起因して生じる流体の流れの乱れの影響を受け
ない位置まで離隔せしめられていることを特徴としている。
【００１８】
　この場合、好ましい態様では、前記絞りは、前記凹部の上流側端縁から下流にかけて通
路断面積が漸減する形状とされ、前記発熱抵抗体が前記絞り通路における最狭部の上流端
より下流側に位置せしめられる。
【００１９】
　より好ましい態様では、前記凹部の上端縁と前記センサ素子の検知部表面との段差をＤ
とし、前記絞りの平均勾配をαとし、前記凹部の上流側端縁から前記発熱抵抗体の中心ま
での距離をＬとして、Ｌ＞Ｄ・αが成立するように各部の位置や寸法形状等が設定される
。
【００２０】
　より具体的な好ましい態様では、前記発熱抵抗体の中心が、前記凹部の上流側端縁から
流れ方向に沿って１．５mm以上離隔せしめられる。
【００２１】
　また、好ましくは、前記センサ素子は、その上流側端縁から下流側端縁までの長さが３
ｍｍ以上に設定される。
【００２２】
　他の好ましい態様では、前記発熱抵抗体の中心が、前記センサ素子の中心よりも下流側
に位置せしめられる。
【００２３】
　別の好ましい態様では、前記凹部の上流側上端縁及び／又は下流側上端縁に、流体の流
れ方向に沿って前記センサ素子上に突出する軒部が形成される。
【００２４】
　この場合、前記軒部は、好ましくは、根元側から先端にかけて下方に傾斜するテーパ面
が形成される。
【００２５】
　さらに別の好ましい態様では、前記副通路における上流端から前記凹部までの間に少な
くとも１つの絞りが設けられる。
【００２６】
　次に、上記各態様を捕捉説明する。
　一般に、半導体タイプのセンサ素子は、シリコン基板上に薄膜部を形成し、薄膜部上に
発熱抵抗体を形成する。発熱抵抗体の材料は、不純物をドープした単結晶シリコンやポリ
シリコンのほか、白金などの金属で形成する。また、セラミックや金属を材料とした基板
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を用いて形成したものでも良い。ベース部は、樹脂やセラミック・金属を材料として板状
に、矩形状の凹部を形成したものである。ベース部は、平面形状であることが好ましい。
もしくは、測定すべき流体が流れる主通路の内面壁をベース部としてこれに凹部を形成し
、センサ素子を設置する形態としてもよい。この場合、凹部周辺は平面形状であることが
好ましい。
【００２７】
　ベース部の凹部内に設置したセンサ素子の検知部表面は、凹部周辺の表面位置（上端縁
）よりも低くして、それらの間に段差を生じさせる。センサ素子裏面に接着剤等を塗布し
て、凹部内に嵌め込んで接着する場合、センサ素子の設置高さは±２０μｍ程度ばらつき
がある。そのため、ベース部材表面から２０μｍ以上低い位置にセンサ素子表面が位置す
るようになすことが好ましい。ただし、接着精度を向上させた場合においてはこの限りで
ない。
【００２８】
　センサ素子が設置された通路において、センサ素子に対面する測定用通路壁部分に絞り
を設ける。この絞りは、ベース部の凹部近傍に形成し、ベース部の凹部上の空気流を圧縮
する効果が得られるものである。具体的には、凹部の上流側の段差から徐々に通路断面積
を小さくする形状とする。
【００２９】
　より具体的には、センサ素子上の発熱抵抗体（の中心）は、ベース部の凹部の端縁から
、好ましくは、１．５ｍｍ以上離隔させる。ここでは、ベース部材の凹部の上流側及び下
流側の上端縁とセンサ素子表面との間には段差が形成されるので、センサ素子上の発熱抵
抗体は、前記上流側の段差より１．５ｍｍ以上下流側に位置するように形成する。半導体
タイプのセンサ素子における発熱抵抗体とは、センサ素子上の薄膜部上に形成したもので
、空気流による前記発熱抵抗体の放熱量または発熱抵抗体周辺の温度変化を検知すること
により流量が測定される。
【００３０】
　車載用内燃機関の吸入空気量を測定する際、吸気通路（主通路）内の流体（空気）に逆
流が発生する場合がある。逆流時においても空気流の乱れによる誤差を低減するため、次
のような手段を講じる。すなわち、前述の構成では、上流側の段差から、発熱抵抗体を１
．５ｍｍ離隔したが、下流側の段差からも１．５ｍｍ以上離隔する構成とする。言い換え
れば、ベース部材の凹部の幅（流れ方向の長さ）を３ｍｍ以上とし、発熱抵抗体をセンサ
素子の中心に配置し、センサ素子を凹部の中心に配置する。これにより、逆流にも対応可
能である。
【００３１】
　逆流の測定を必要としない熱式流量センサの場合、下流側の段差からの距離を確保しな
くても良い。したがって、センサ素子中の下流側に発熱抵抗体を形成し、発熱抵抗体の位
置をセンサ素子中心よりも下流にオフセットさせた配置にする。これにより、センサ素子
の面積を縮小することができる。
【００３２】
　センサ素子上の発熱抵抗体と、センサ素子対面の測定用通路壁部分に形成した絞りとの
関係は次のようにすることが好ましい。センサ素子の対面壁に形成した絞り形状を、ベー
ス部材に形成した凹部の上流側端部から下流にかけて流路面積が小さくなるようにし、前
記センサ素子の発熱抵抗体を絞り通路の最狭部の上流端より下流に形成する。
【００３３】
　さらには、ベース部材の凹部周辺の表面とセンサ素子表面との段差をＤとし、前記セン
サ素子の対面壁に形成した絞りの平均勾配をα（Ｙ／Ｘ［ただし、Ｙ：勾配面の高さ、Ｘ
：勾配面の流れ方向に沿った長さ］）とすると、前記段差Ｄ（凹部の上流側端縁）から前
記センサ素子上の発熱抵抗体までの距離Ｌを、Ｌ＞Ｄ・αとする。こうすることで、段差
Ｄに起因して生じた流体の流れの乱れ（剥離）が、前記絞りによって抑制されて安定した
流れになった後、つまり、段差Ｄに起因して生じる流体の流れの乱れ（剥離）の影響を受
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けることなく、発熱抵抗体により流量測定ができる。
【００３４】
　熱式流量センサで、微小流量を測定する場合、センサ素子の感度が小さくなって測定精
度が悪化する。したがって、副通路内の流速を速くする構成を付加することが好ましい。
具体的には、副通路の開口（上流端）から前記凹部の上流端との間に、少なくとも１つの
絞りを設け、副通路の開口部の通路面積よりも凹部上流端近くの通路断面積を狭めた副通
路形状とする。
【００３５】
　センサ素子対面側に設けた絞りにより空気流を加速させることも可能であるが、十分な
流速となるように絞りの勾配を大きくすると、絞りにより流体に剥離が発生し、センサ素
子（発熱抵抗体）上の流れが乱れてしまう。したがって、副通路内の流体を加速する第１
絞り部と、前記段差による剥離を抑制する第２絞り部を形成することが好ましい。ここで
、第１絞り部とは、センサ素子より上流にあって、副通路内の流速を加速するものであれ
ば、いかなる形状でもよい。さらに、第１絞りと第２絞りとの間には、第１絞りによって
乱れた流体を安定するための区間を設けることが好ましい。具体的には、通路断面積が一
定である中間通路部を設ける。
【発明の効果】
【００３６】
　本発明によれば、センサ素子が対面する測定用通路壁部分に設けられた絞りにより、凹
部の上端縁とセンサ素子の検知部表面との間に形成される段差に起因して生じる流体の流
れの乱れ（剥離）が抑制されるので、流量測定（検知）部分である発熱抵抗体上では、流
体の流れの乱れが収まって安定した流れとなる。そのため、前記段差に起因して生じる流
体の流れの乱れ（剥離）の影響を受けることなく、発熱抵抗体により流量測定が可能とな
り、流量測定精度が向上する。この場合、絞りを設けたことによってセンサ素子のサイズ
を大きくする必要がなくなり、そのため、コストアップをさほど招くことなく、流体の流
れの乱れによる測定誤差を低減でき、さらには、前記段差を設けたことにより、ダスト等
の衝突・不着によるセンサ素子の破壊等も低減することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３７】
　以下、本発明の熱式流量センサの実施の形態を図面を参照しながら説明する。
＜第１実施形態＞
　図１は、本発明の第１実施形態の熱式流量センサ１Ａを主通路１０（車載用内燃機関の
吸気通路）に設置した状態を示す横断面図、図２は、図１のＡ－Ａ矢視線に従う拡大断面
図、図３は、図２のＢ部の拡大図である。
【００３８】
　図示例の熱式流量センサ１Ａは、主通路１０を流れる流体の流量を検知するための発熱
抵抗体３が基板上に形成されたセンサ素子２及び流量検出用の電子回路部品や配線パター
ンが形成された回路基板１５を内蔵するとともに、断面矩形の副通路７が設けられたセン
サハウジング１４を有し、このセンサハウジング１４が主通路１０内に取り付けられてい
る。なお、前記センサ素子２と回路基板１５とは、ワイヤーボンディングにより電気的に
接続されている。
【００３９】
　前記副通路７は、主通路１０を流れる流体の一部が流入通過するように、主通路１０を
流れる流体の流れ方向Ｐに沿って（主通路１０と平行に）設けられている。副通路７は、
上流側から順次、前側開口１２、前側通路部１２Ａ、前側絞り１３、測定用通路部８、後
側絞り１３’、後側通路部１３Ａ、後側開口１２’からなっている。
【００４０】
　そして、前記測定用通路部８に前記センサ素子２が設置されている。
【００４１】
　すなわち、前記副通路７における測定用通路部８の中央部下側部分がセンサ素子取付用
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のベース部４とされ、このベース部４に矩形状の凹部５が形成されるとともに、該凹部５
内に前記センサ素子２がその検知部表面が前記凹部５の上端縁（上流側端縁及び下流側端
縁）５ａ、５ｂより低くなるように嵌め込まれて接着剤６により固着されている。
【００４２】
　加えて、前記センサ素子２が対面する測定用通路壁部分（測定用通路部８におけるセン
サ素子２の真上部分）に絞り９が設けられるとともに、前記発熱抵抗体３が、前記凹部５
の上流側端縁５ａから流れ方向Ｐに沿って、前記凹部５の上端縁５ａと前記センサ素子２
の検知部表面（上面）との間に形成される段差Ｄに起因して生じる流体の流れの乱れの影
響を受けない位置まで離隔せしめられている。
【００４３】
　より詳細には、前記絞り９は、断面逆台形（二等辺）状で、前記凹部５の上流側端縁５
ａから下流にかけて、通路断面積が漸減する部分（斜面９ａ部分）とされ、続いて流れ方
向Ｐと平行な部分（平面９ｃ部分）、下流側端縁５ｂまでの通路断面積漸増部分（斜面９
ｂ部分）となっており、前記発熱抵抗体３は、前記絞り通路（前記斜面９ａ、平面９ｃ、
及び斜面９ｂ部分）における最狭部（平面９ｃ部分）の上流端より下流側に位置せしめら
れている。
【００４４】
　ここでは、図３に示される如くに、前記段差Ｄは、２０μｍ以上とされ、また、測定用
通路部８における絞り９部分より上流側の縦方向長（高さ）Ｋは約３ｍｍ、最狭部（平面
９ｃ部分）の縦方向長（高さ）Ｊは約１．７ｍｍとなっている。
【００４５】
　そして、本実施形態では、前記発熱抵抗体３が、前記凹部５の上流側端縁５ａから流れ
方向Ｐに沿って、前記段差Ｄに起因して生じる流体の流れの乱れの影響を受けない位置ま
で離隔せしめられている（後述するように、凹部５の上流側端縁５ａから発熱抵抗体３の
中心までの距離Ｌを１．５ｍｍ以上に設定している）。
【００４６】
　次に、以上の構成についての補足説明並びに作用効果を説明する。
　主通路１０に流体が流れると、流体の一部が副通路７に導入される。副通路７内に導入
された流体は、前側絞り１３によって加速される。前側絞り１３を設けることによって、
特に低流量時において測定用通路部８の流速が高められるので、感度を向上することがで
きる。前側絞り１３によって加速された流体は、測定用通路部８へと流れる。測定用通路
部８では、前記段差Ｄにより流体の流れの乱れ（剥離）が発生する。しかし、凹部５の対
面壁に形成した絞り９により、剥離した流れが抑制される。
【００４７】
　ここで、段差Ｄを設けることの利点について説明する。主通路１０を流れる流体は、自
動車用の内燃機関の場合、空気である。しかし、主通路（吸気通路）１０内の吸入空気に
はダストや水、オイルなどが含まれている。センサ素子２には、薄膜部が形成されている
ため、空気中のダストが衝突することにより薄膜部が破壊されてしまう。また、水やオイ
ルなどの付着によりセンサ素子２が汚染されてしまう。このような問題に対応するため、
センサ素子２の設置位置を測定用通路壁面から低くし、段差Ｄを設ける。段差Ｄを設ける
ことにより、ダスト等の衝突・付着が低減される。
【００４８】
　しかし、段差Ｄを設けることによって、流体の流れに剥離が発生するという問題が生じ
る。発生した剥離は、下流側で徐々に自然消滅するが、自然消滅した後に発熱抵抗体３が
位置するようになすと、センサ素子２のチップサイズが大きくなってしまう。そこで、剥
離を強制的に消滅させるために、センサ素子２に対面する測定用通路壁部分に絞り９を設
けた。この絞り９により、剥離流れが圧縮され消滅する。
【００４９】
　図４に発熱抵抗体３の位置を変化させたときの、主通路１０の流量とセンサ素子２の出
力感度の関係を示す。また、図５に、図４に示される高流量での感度と凹部５の上流側端
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縁５ａから発熱抵抗体３（の中心）までの距離Ｌ（図３も参照）の関係を示す。段差Ｄに
より発生する剥離は特に高流量での出力感度低下の要因となり、Ｌを１ｍｍ以下とすると
、高流量での出力感度が大きく低下する。Ｌが１．２ｍｍ、１．５ｍｍとなると感度低下
が小さくなり、１．５ｍｍ以上とすることでほぼ一定の出力感度となる。したがって、上
記構成とした場合Ｌ＝１．５ｍｍ以上とすることで、段差Ｄによる剥離の影響を受けない
。
【００５０】
　自動車用エンジンの吸入空気は、エンジン回転数により脈動が大きく吸入空気に逆流が
発生することがある。逆流発生時においても、前記流れの乱れ（剥離）の影響を低減する
必要がある。この場合、センサ素子２の下流側の段差からも１．５ｍｍ以上離隔した位置
に発熱抵抗体３（の中心）を形成することが好ましい。したがって、空気の流れ方向のセ
ンサ素子２の大きさを３．０ｍｍ以上とし、発熱抵抗体３をセンサ素子２の中心に形成す
ることが好ましい。また、下流側にも絞り（斜面９ｂ部分）を設け、センサ素子３の上下
流が対称な構造となるように構成することが好ましい。なお、かかる逆流の測定を必要と
しない場合は、順方向のみ考慮すればよく、発熱抵抗体３をセンサ素子２の中心よりも下
流側に形成することで、センサ素子のサイズを小さくすることができる。
【００５１】
　また、絞り９によって、段差Ｄで発生した剥離を抑制するためには、最低でも段差Ｄに
相当する絞りを形成する必要がある。すなわち、センサ素子２の対面壁に形成した絞りの
９（の斜面９ａ部分）の平均勾配をα（Ｙ／Ｘ［ただし、Ｙ：勾配面の高さ、Ｘ：勾配面
の流れ方向に沿った長さ］）とすると、前記段差Ｄ（凹部５の上流側端縁５ａ）から前記
センサ素子２上の発熱抵抗体３（の中心）までの距離Ｌを、Ｌ＞Ｄ・αとする。こうする
ことで、段差Ｄに起因して生じた流体の流れの乱れ（剥離）が、前記絞り９によって抑制
されて安定した流れになった後、つまり、段差Ｄに起因して生じる流体の流れの乱れ（剥
離）の影響を受けることなく、発熱抵抗体３により流量測定ができる。
【００５２】
＜第２実施形態＞
　図６は、本発明第２実施形態の熱式流量センサ１Ｂの主要部を示している。本実施形態
の熱式流量センサ１Ｂにおいて、第１実施形態の熱式流量センサ１Ａの各部に対応する部
分には共通の符号を付して、以下においては相違点を重点的に説明する。本実施形態では
、ベース部４に形成された凹部５の上流側上端角部５ｄ及び下流側上端角部５ｅを傾斜面
（面取り）とした。すなわち、段差によって発生する剥離は、通路形状が急激に変化する
ほど大きくなる。したがって、凹部５の上下流端上部の角５ｄ、５ｅを傾斜面として、徐
々に通路形状を変化させることによって剥離を低減することが可能である。なお、角部は
、面取りした形状の他、Ｒ（丸み）を付けた形状にしてもよい。
【００５３】
＜第３実施形態＞
　図７は、本発明第３実施形態の熱式流量センサ１Ｃの主要部を示している。本実施形態
の熱式流量センサ１Ｃにおいて、第１実施形態の熱式流量センサ１Ａの各部に対応する部
分には共通の符号を付して、以下においては相違点を重点的に説明する。本実施形態では
、発熱抵抗体３を、センサ素子２の中心よりも下流側に位置するように形成する。すなわ
ち、凹部５の上流側端縁５ａから発熱抵抗体３（の中心）までの距離をＬ１、発熱抵抗体
３から凹部５の下流側端縁５ｂまでの距離をＬ２とすると、Ｌ１＞Ｌ２となる。センサ素
子２の対面壁に形成した絞り９’は、Ｙを勾配面の高さ、上流側端縁５ａから最狭部上流
端までの距離をＸ１、最狭部下流端から下流側端縁５ｂまでの距離をＸ２とすると、Ｘ１
＞Ｘ２となる。
【００５４】
　このようにされることにより、次のような利点が得られる。すなわち、自動車エンジン
等の内燃機関の吸入空気量は、シリンダーへ流れる順流と、その逆方向へと流れる逆流が
存在する。しかし、ほとんどは順方向の流れが支配的である。このような場合、両方向に
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対して同じ測定範囲を設ける必要はない。順流に対しては、高流量まで剥離の影響を受け
ない構成とし、逆流に対しては低流量のみ剥離の影響を受けない構成とすることができる
。段差や絞りによる流体の剥離は、段差が大きいほど、また、絞り量が大きいほど低流量
で剥離が始まる。したがって、逆流方向の絞りは順流方向の絞りよりも勾配を大きくする
ことができるので、Ｘ１＞Ｘ２とすることができ、センサ素子２や測定用通路部８等を小
型化することができる。
【００５５】
＜第４実施形態＞
　図８は、本発明第４実施形態の熱式流量センサ１Ｄの主要部を示している。本実施形態
の熱式流量センサ１Ｄにおいて、第１実施形態の熱式流量センサ１Ａの各部に対応する部
分には共通の符号を付して、以下においては相違点を重点的に説明する。本実施形態では
、ベース部４に形成した凹部５の上流側上端縁及び下流側上端縁に、凹部５の開口面積が
小さくなるように軒部２５、２５を設けた。軒部２５はセンサ素子２上に張り出す。本実
施形態では、凹部５を形成したベース部４の表面に、貫通穴が設けられた板状の部材を重
ねることで、軒部２５を形成している。軒部２５は、根元から先端にかけて薄くなる形状
とする。
【００５６】
　このようにされることにより、次のような利点が得られる。すなわち、本実施形態は、
第２実施形態と同様に段差による流体の剥離を低減するとともに、センサ素子２の裏面へ
の流体の周り込みを低減する。軒部２５は、先端部を薄くし断面形状が三角形となるよう
に形成し、ベース部４の表面とセンサ素子２表面との間に形成される段差を小さくする構
成となっている。したがって、測定用通路部８の通路形状が緩やかに変化するため、流れ
の剥離が発生し難くなる。また、軒形状とすることで、ベース部４とセンサ素子２との隙
間に流体が流れ込むことも低減される。
【００５７】
　本実施形態では、センサ素子２の上流側と下流側に軒部２５を形成しているが、上流側
のみに軒部を形成してもよい。また、本実施形態では、軒部２５を形成するために、ベー
ス部４表面に貫通穴が設けられた板状の部材を重ねる構造としたが、軒部２５をベース部
４と一体形成する構造としてもよい。
【図面の簡単な説明】
【００５８】
【図１】本発明第１実施形態の熱式流量センサを主通路に設置した状態を示す横断面図。
【図２】図１のＡ－Ａ矢視線に従う拡大断面図。
【図３】図３は、図２のＢ部の拡大図。
【図４】主通路流量とセンサ素子出力との関係を示すグラフ。
【図５】センサ素子出力と発熱抵抗体の位置との関係を示すグラフ。
【図６】本発明第２実施形態の熱式流量センサの主要部を示す断面図。
【図７】本発明第３実施形態の熱式流量センサの主要部を示す断面図。
【図８】本発明第４実施形態の熱式流量センサの主要部を示す断面図。
【符号の説明】
【００５９】
１Ａ、１Ｂ、１Ｃ、１Ｄ・・・熱式流量センサ
２・・・センサ素子
３・・・発熱抵抗体
４・・・ベース部
５・・・凹部
６・・・接着剤
７・・・副通路
８・・・測定用通路部
９・・・絞り
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１０・・・主通路
１２・・・開口部
１３・・・絞り
１４・・・ハウジング
１５・・・回路基板
２５・・・軒部

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】

【図５】

【図６】
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【図７】

【図８】
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